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女性就業の地域差に関する考察

女性の労働力を活用することが，日本の経済成
長には重要であるとされる。たとえば 2007 年の
Goldman-Sachs のレポートでは，日本の GDP は
女性の就業率の上昇によって大幅に上がると指摘し
たが，この数字はいくつかの機会に取り上げられて
きている（たとえば 2012 年のAPEC Women and 
the Economy Summit）。しかし，日本の中で女性
の就業率に大きな地域差があることは，あまり知ら
れていない。日本のうち，（1）日本海側，（2）大都
市部（首都圏と関西圏），（3）それ以外，の地域の
年齢別の女性の就業率を比較すると，日本海側の
それはドイツよりも若干高く，また，大都市部のそ
れは米国よりもかなり低い（ちなみに，ドイツの女
性の就業率は米国のそれよりも高い）。したがって，
国際比較で観察される就業率の各国間の差と同程
度の地域差が，日本の国内で存在していることにな
る。

女性の就業率には，男性よりもはるかに大きい地
域差がある。就業率プロファイルの形状は日本国
内の地域間で大きく異なり，就業率は日本海側地
域（山形，新潟，富山，石川，福井，鳥取，島根）
で，他地域よりもかなり高くなっている。25−54 歳
の女性の就業率は東京で 62 パーセントだが，日本
海側地域では 77パーセントだった（2007年就業構
造基本調査）。日本海側地域におけるこの高い就業
率は，子どもを持つ有配偶女性が正社員として就業
する割合が高いことに起因しており，有配偶女性の
パート就業や，無配偶女性の就業の地域差は小さい。
日本では仕事と家庭の両立が難しいと考えられてい
るが，日本海側地域では，女性がこのことをもっと
もチャレンジングな方法で実現している。すなわち，
家庭責任が最も高い女性（子供を持つ有配偶女性）

が，正規雇用の仕事（労働時間の自由度が少ない
仕事）に従事しているのである。1955 年から1975
年までのデータは，産業構造が農業から製造業と
サービス業に転換した時期にあっても，日本海側地
域の女性の就業率は継続して高かった。

また，1930 年代には，女性就業の地域差は今よ
りもずっと大きかった。一方，男性の就業率の水準，
および地域差は，1930 年から2010 年まで同程度で
推移した。また，歴史的データでは，女性就業の
地域差を理解するにあたり，産業の役割は大変重
要である。
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